
個人情報ファイル簿

■ 新規（令和 ５年 ４月 １日）

□ 変更（    年  月  日）

整理番号 ３－10－３ □ 終了（    年  月  日）

１ 個人情報ファイルの名称 固定資産課税台帳

２ 実施機関の名称 稲城市長

３
個人情報ファイルが利用に供され

る事務をつかさどる組織

市民部課税課

４ 個人情報ファイルの利用目的

固定資産税・都市計画税の税額計算、納税通知書の発

送、証明書発行、他機関照会に対する回答等に利用す

る。

５ 記録項目

【宛名情報】

個人番号,宛名番号,統合宛名番号,世帯番号,氏名,性別,

生年月日,住所,電話番号,行政区コード,支所コード,地

区コード,班コード,住民でなくなる日,住民でなくなる

事由

【土地基本情報】

土地コード,土地連番,最新区分,登録区分,データ種別,

名義人宛名番号,名義人氏名,名義人住所,名義人共有連

番,名義人区分,義務者重複統一用宛名番号,義務者宛名

番号,義務者共有連番,名義人重複統一用宛名番号,算定

団体コード,大字コード,小字コード,地番記号 1,地番本

番,地番記号 2,地番枝 1,地番記号 3,地番枝 2,地番特殊,

地番特殊 2,登記地目,課税地目,比準地目,登記地積,課

税地積,小規模地積,非住宅地積,画地地積,住宅個数,用

途地区,住宅用地区分,登記受付日,登記原因日,登記事

由,沿革日,沿革事由,地図番号 1,地図番号 2,地図番号

3,地図番号 4,分合筆区分,評価分割事由,評価分割地積,

評価分割按分率,課標計算区分,基準課標年度,基準課税

標準額,都計基準課税標準額,前年課税標準額,特例区分,

特例開始年,課税区分,都計課税区分,減免区分,市街化区

分,都市計画区分,農振区分,訂正区分,地籍調査区分,課

税分割区分,削除区分,賦課開始年度,エントリー種別,土

地コード F,土地連番 F,土地コード T,土地連番 T,作成

日,更新日,更新時間,更新職員宛名番号,更新端末番号,

減免率,名義人優先区分,宅地比準区分,国調地積,特定市

街化開始年度,備考 1,備考 2,備考 3,備考 4,符号,受付番

号,換地区分,不均一区分,不均一税率,不均一面積,役所

コード,物件個人・法人区分,同筆コード,住宅床面積,非



住宅床面積,総床面積,居住部分の割合,一般地積,小規模

割合,一般住宅割合,非住宅割合,住宅用地の割合,異動

日,異動事由,生産緑地区分,生産緑地開始年月,停止サイ

ン,異動番号,異動枝番

【土地評価情報】

土地コード,土地連番,評価年度,評価計算区分,標準地番

号,比準割合,評価額,単価区分,作成日,更新日,更新時

間,更新職員宛名番号,更新端末番号,時点修正率,直接入

力フラグ,単価,近傍単価,

【土地課税標準額情報】

土地コード,土地連番,課税年度,課税種別,レコード区

分,最新区分,課税標準額,評価額,前年課税標準額,確定

上昇率,負担調整率,負担調整区分,本則区分,暫定特例区

分,臨時特例区分,削除区分,土地按分区分,負担水準,負

担特例区分,荷重平均水準,評価下落率,前回評価額,作成

日,更新日,更新時間,更新職員宛名番号,更新端末番号,

軽減課税標準額,年度進行率,本則課税標準額,算出課税

標準額,特例分課税標準額,算出税額,軽減税額,減免税

額,減額税額,その他減税額,相当税額

【家屋基本情報】

家屋コード,家屋連番,同棟本番,同棟枝番,最新区分,デ

ータ種別,管理番号,義務者宛名番号,義務者共有連番,義

務者重複統一用宛名番号,算定団体コード,大字コード,

小字コード,沿革日,沿革事由,地番記号 1,地番本番,地

番記号 2,地番枝 1,地番記号 3,地番枝 2,地番特殊 1,地

番特殊 2,構造コード,種類コード,屋根コード,用途コー

ド 1,用途コード 2,用途コード 3,用途コード 4,地上階

数,地下階数,床面積全体,床面積一階,住居部分床面積,

建築年月日,改築年月日,増築年月日,特例区分,特例開始

年,課税区分,課税区分限年,市街化区分,都市計画区分,

都計課税区分,賦課開始年度,削除区分（滅失区分）,訂

正区分,減免区分,減免区分限年,主従区分,棟数区分,貸

家区分,価格変更区分,軽減不適用区分,新築軽減床面積,

新築軽減個数,新築軽減限年,調査本番,調査枝番,一画地

コード,エントリー種別,作成日,更新日,更新時間,更新

職員宛名番号,更新端末番号,減免率,全体戸数,滅失年月

日,滅失部分床面積（Ver2.1）,不均一区分（Ver2.1）,

不均一税率（Ver2.1）,不均一面積（Ver2.1）,役所コー

ド,物件個人・法人区分,異動日,異動事由,区分所有建物

番号,区分所有部屋番号,入力㎡当り再建築費評点数,入

力再建築費評点数,入力評価額,入力前年㎡当り再建築費



評点数,入力前年再建築費評点数,入力前年評価額,

停止サイン,異動番号,異動枝番

【家屋評価情報】

評価年度,家屋コード,家屋連番,再建築費評点数,評価

額,肉厚,腐食潮解区分,耐火区分,構築区分,総合損耗補

正率,地域補正率,建築様式補正率,積雪寒冷補正率,損耗

補正率,その他補正率,理論評価額,評価水準,経年減点補

正率,経過年数,評価替結果区分,削除区分,最新区分,作

成日,更新日,更新時間,更新職員宛名番号,更新端末番

号,評価用途,３％減価価格,㎡当り再建築費評点数,その

他補正率２,その他補正率３,上昇率,１点単価,直接入力

フラグ

【家屋課税標準額情報】

家屋コード,家屋連番,課税種別,課税年度,構造コード,

種類コード,決定評価額,課税標準額,課税床面積,新築軽

減床面積,新築軽減個数,新築軽減課税標準額,新築軽減

限年,建築年次,削除区分,作成日,更新日,更新時間,更新

職員宛名番号,更新端末番号,その他軽減課税標準額,算

出課税標準額,特例分課税標準額,算出税額,軽減税額,減

免税額,減額税額,その他減税額,相当税額

【償却資産基本情報】

算定団体コード,義務者宛名番号,課税年度,義務者重複

統一用宛名番号,事業種目,資本金,事業開始年月,係り

名,係り電話番号,税理士名,税理士電話番号,短縮耐用年

数有無,増加償却届出有無,非課税該当資産有無,課税標

準特例の有無,特別償却有無,償却方法,青色申告の有無,

資産所在地 1,資産所在地 2,資産所在地 3,資産所在地 4,

借用資産の有無,貸主氏名,事業所用家屋の所有区分,申

告区分,申告受付日,優先区分,償却資産決定区分,大規模

区分,作成日,更新日,更新時間,更新職員宛名番号,更新

端末番号,役所コード,屋号,産業分類コード,決算月１,

決算月２,申告発送日,催促日

【償却資産申告情報】

算定団体コード,義務者重複統一用宛名番号,課税年度,

配分区分,資産種類,義務者宛名番号,前年前取得価額,前

年中減少価額,前年中取得価額,取得価額,帳簿価額,評価

額,決定価格,特例対象額（特例分課税標準額）,課税標

準額,前年課税標準額,作成日,更新日,更新時間,更新職

員宛名番号,更新端末番号,特例分取得価額,特例分帳簿

価額,特例分評価額,特例分決定価額,減免税額,異動日,

異動事由



【償却資産物件明細情報】

算定団体コード,義務者重複統一用宛名番号,課税年度,

資産コード,資産コード連番,義務者宛名番号,資産種類,

カナ名称,漢字名称,数量,取得年,取得月,取得日,取得価

額,耐用年数,帳簿価額,評価額,決定価格,課税標準額,前

年帳簿価額,前年評価額,特例対象額（特例分課税標準

額）,特例区分,特例率分子,特例率分母,特例限年,特例

経過年数,増加事由,減少事由,最低限度区分,減価残存

率,賦課開始年度,適用開始年度,強制区分,課税区分,作

成日,更新日,更新時間,更新職員宛名番号,更新端末番

号,償却整理番号,継続区分,減免区分,減免率分子,減免

率分母,減免限年,減免経過年数,減免税額 等

要配慮個人情報

■ 無      

□ 人種

□ 信条

□ 社会的身分

□ 病歴

□ 犯歴

□ 犯罪被害

□ 障害

□ 健康診断結果等

□ 医師による指導、診療・調剤内容

□ その他

（              ）

７ 記録範囲 固定資産を所有する者

８ 記録情報の収集方法 登記情報、所有者からの申告等による

９ 記録情報の経常的提供先
□ 有

■ 無

10
開示請求等を受理する組織の名称

及び所在地

名 称 総務部文書法制課

所在地 稲城市東長沼 2111 番地

11
訂正及び利用停止に関する他の法

令の規定による特別の手続等

□ 有（                    ）

■ 無

12 個人情報ファイルの種別

■ 電子計算機処理ファイル

⇒マニュアル処理による重複ファイルの有無

  □ 有  ■ 無

□ マニュアル（手作業）処理ファイル

13
行政機関等匿名加工情報の提案の

募集をする個人情報ファイル

■ 該当

□ 非該当

14
行政機関等匿名加工情報の提案を

受ける組織の名称及び所在地

名 称 総務部文書法制課

所在地 稲城市東長沼 2111 番地

15 行政機関等匿名加工情報の概要

本 人 の 数 ―

情報の項目

―

16

作成した行政機関等匿名加工情報

に関する提案を受ける組織の名称

及び所在地

名 称 ―

所在地 ―



17
作成した行政機関等匿名加工情報

に関する提案のできる期間

―

18 備考


